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Ⅰ《沿 革》 
 

武雄市 

明治 22 年 4 月 新町村制施行（武雄町、武雄村、朝日村、若木村、武内村、西川登村、東

川登村、橘村） 

明治 33 年 6 月 武雄町に武雄村を編入 

昭和 29 年 4 月 武雄町、朝日村、若木村、武内村、西川登村、東川登村、橘村が合併し、 

    武雄市となる。 

昭和 30 年 3 月 武雄市武内町の一部を山内村に分割 

 

山内町 

明治 22 年 4 月 新町村制が施行され、犬走村・鳥海村･三間坂村が「中通村」となり、大野

村と宮野村が「住吉村」となる。 

昭和 29 年 4 月 中通村と住吉村が合併し「山内村」が誕生。 

昭和 30 年 3 月 武雄市武内町の一部が山内村に編入。 

昭和 35 年 9 月 町制を施行。 

 

北方町 

明治 22 年 4 月 新町村制が施行され、大崎村と志久村が合併して「北方村」となる。 
昭和 19 年 4 月 町制を施行。 

昭和 31 年 4 月 橋下村の一部 6 地区と合併。 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ《位置と地勢》 

   武雄市は、東経130度1分、北緯33度11分の佐賀県の西南部に位置し、東西19.4 ㎞、

南北18.4㎞、面積195.40㎢の杵藤地区広域市町村圏域の中心都市となっています｡  

   地勢は、市の北端八幡岳に源をおく川古川、西の黒髪山から流れる松浦川で山内・

武内・若木地区の盆地を形成し、また

神六山に源をおく潮見川は六角川に

そそぎ、川登盆地をつくっています｡  

  また本市の中央を東西に横切って

流れる武雄川、武雄・朝日地区を流れ

る甘久川、朝日地区を縦断する高橋川

も橘町北端で六角川に合流して武

雄・北方地区の盆地を形成し､  白石

平野と連なり、土地は肥沃で本市の穀

倉地帯となっています｡ 

武雄市 

平成 18 年 3 月 武雄市、山内町、北方町が新設合併し、武雄市が誕生。 

令和 8 年 3 月  武雄市制施行 20 周年を迎えた。 

武雄市 

佐賀県 
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Ⅲ《武雄市の概要》 

■面積 

１９５．４０ｋ㎡ 
 

■人口、世帯数（令和８年３月３１日現在） 

区  分 男 女 計 世帯数 

令和８年 22,002 24,094 46,096 19,459 

■産業別構成（国勢調査） 

区  分 第１次 第２次 第３次 

年 総 数 人 口 構成比 人 口 構成比 人 口 構成比 

令和２年 23,462 1,301 5.6% 6,478 27.6% 15,683 66.8% 
  

■歴代市長 

歴代 氏     名 就 任 年 月 日 退 任 年 月 日  

１ 樋 渡 啓 祐 平成１８年４月１６日 平成２２年４月１５日  

２ 樋 渡 啓 祐 平成２２年４月１６日 平成２６年４月１５日  

３ 樋 渡 啓 祐 平成２６年４月１６日 平成２６年１２月３日 辞職 

４ 小 松   政 平成２７年１月１１日 平成３１年１月１０日  

５ 小 松   政 平成３１年１月１１日 令和 ５年１月１０日  

６ 小 松   政 令和 ５年１月１１日   

■歴代副市長 

歴代 氏     名 就 任 年 月 日 退 任 年 月 日  

１ 
古 賀   滋 平成１８年５月２２日 平成２２年５月２１日  

太 田 芳 洋 平成１８年５月２２日 平成２１年３月３１日  

２ 前 田 敏 美 平成２２年５月２８日 平成２６年５月２７日  

３ 前 田 敏 美 平成２６年５月２８日 平成２９年３月３１日  

４ 
北 川 政 次 平成２９年４月 １日 令和 ３年３月３１日  

浅 井 雅 司 平成２９年４月 １日 平成３０年６月３０日  

５ 北 川 政 次 令和 ３年４月 １日 令和 ７年３月３１日  

６ 
山 﨑 正 和 令和 ７年４月 １日   

庭 木   淳 令和 ７年４月 １日   

■職員数                           令和８年４月１日 

部  局  名 定  数 実  数 

市 長 事 務 部 局 ３３９人 ２６８人 

議 会 事 務 局 ６人 ５人 

選挙管理委員会事務局 ４人 ３人 

監 査 委 員 事 務 局 ３人 ２人 

農業委員会事務 局 ７人 ４人 

教育委員会事務 局 ８５人 ６２人 

公 営 企 業 ２８人 １０人 

計 ４７２人 ３５４人 
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Ⅳ《議 会》 

（１）歴 代 市 議 会 議 長 

暦順 氏 名 就  任  年  月  日 退  任  年  月  日 

１ 杉 原 豊 喜 平成１８年４月２６日 平成２２年４月１５日 

２ 牟 田 勝 浩 平成２２年４月２３日 平成２４年４月２４日 

３ 杉 原 豊 喜 平成２４年４月２４日 平成２６年４月１５日 

４ 杉 原 豊 喜 平成２６年４月２１日 平成３０年４月１５日 

５ 杉 原 豊 喜 平成３０年４月１９日 令和 ２年４月１６日 

６ 山 口 昌 宏 令和 ２年４月１６日 令和 ４年４月１５日 

７ 吉 川 里 已 令和 ４年４月２２日 令和 ６年４月１９日 

８ 吉 川 里 已 令和 ６年４月１９日 令和 ８年４月１５日 

９ 吉 川 里 已 令和 ８年４月２２日 令和１０年４月２１日 

 

（２）歴 代 市 議 会 副 議 長 

暦順 氏 名 就  任  年  月  日 退  任  年  月  日 

１ 牟 田 勝 浩 平成１８年４月２６日 平成２２年４月１５日 

２ 小 池 一 哉 平成２２年４月２３日 平成２４年４月２４日 

３ 山 﨑 鉄 好 平成２４年４月２４日 平成２６年４月１５日 

４ 吉 川 里 已 平成２６年４月２１日 平成３０年４月１５日 

５ 川 原 千 秋 平成３０年４月１９日 令和 ２年４月１６日 

６ 末 藤 正 幸 令和 ２年４月１６日 令和 ４年４月１５日 

７ 松 尾 初 秋 令和 ４年４月２２日 令和 ６年４月１９日 

８ 松 尾 初 秋 令和 ６年４月１９日 令和 ８年４月１５日 

９ 松 尾 初 秋 令和 ８年４月２２日 令和１０年４月２１日 

 

（３）議員の定数・任期 

    ①定数  

・条 例 定 数 ２０名 

・現  員  数 ２０名  

 
 
 
 
 
 
 
 

 ②任期 令和８年４月１６日～令和１２年４月１５日 

武雄市議会議員定数条例（変遷） 

 ○平成２１年１２月２１日 可決 

  ・Ｈ２２．４から 定数３０人から２６人へ削減 

○平成２５年 ９月２０日 可決 

  ・Ｈ２６．４から 定数２６人から２４人へ削減 

 ○平成２６年 ９月１９日 可決 

  ・Ｈ３０．４から 定数２４人から２０人へ削減 
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（４）議会の組織  

 

（５）常任委員会≪任期２年≫ 

 

（６）議会運営委員会 

議会運営委員会 ７人 議会運営に関すること 

   各会派（所属議員３人以上）から下記により選出された委員で組織し、委員の  

任期は２年（会派連合の場合は、３人以上で委員１人） 

（１）所属議員 ３人から５人までの会派   １人 

（２）所属議員 ６人から１０人までの会派  ２人 

（３）所属議員１１人以上の会派       ３人 

（４）⑴⑵⑶で選出してもなお定数に不足の場合は２人会派から選出 

 

（７）定例会の招集月 

    ３月 ６月 ９月 １２月 

 

 

 

 

名 称 定数 所 管 

総 務 委 員 会 ７人 
総務部、企画部、会計課、監査委員及び選挙管理委員会に 

関する事務並びに他の常任委員会の所管に属さない事務 

福 祉 文 教 委 員 会 ６人 福祉部及びこども教育部に関する事務 

産 業 建 設 委 員 会 ７人 営業部、農業委員会及びまちづくり部に関する事務 

議 長 副議長 

総務委員会・・・・・・・・・・７人 

福祉文教委員会・・・・・・・・６人 

産業建設委員会・・・・・・・・７人 

常任委員会 

議会運営委員会・・・・・・・・７人 

（条例定数） 
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（８）議会開催状況               （各年１月～１２月） 

 【本会議】 

年 

本 会 議 

年 

本 会 議 

定 例 会 臨 時 会 定 例 会 臨 時 会 

回数 日数 回数 日数 回数 日数 回数 日数 

平成 18年 ３ ２４ ４ ６ 平成２５年 ４ ２９ ０ ０ 

平成 19年 ４ ３１ ５ ５ 平成２６年 ４ ２１ ４ ６ 

平成 20年 ４ ３０ ６ ７ 平成２７年 ４ ２８ ４ ４ 

平成 2１年 ４ ３１ ３ ３ 平成２８年 ４ ２６ ３ ４ 

平成 2２年 ４ ３０ ４ ６ 平成２９年 ４ ２８ ０ ０ 

平成 2３年 ４ ２７ ２ ２ 平成３０年 ４ ２５ １ ３ 

平成 2４年 ４ ２９ ２ ２ 令和 元 年 ４ ２２ ３ ３ 

令和 ２ 年 ４ ２１ ４ ５ 令和 ３ 年 ４ ２５ １ １ 

令和 ４ 年 ４ ２６ １ 3 令和 ５ 年 ４ ２５ １ １ 

令和 ６ 年 ４ ２４ １ ２ 令和 ７ 年 ４ ２８ ０ ０ 

 

【常任委員会】 

年 議会運営 総務文教 福祉 産業経済 建設 

平成 18年 ２１ ８ １２ ９ ８ 

平成 19年 １８ １１ １３ １３ １１ 

平成 20年 ２３ １１ １７ １３ １５ 

平成 2１年 ２１ １１ １３ １１ １２ 

平成 2２年 １９ ８ ８ １０ ９ 

平成 2３年 １９ １１ ８ ８ ８ 

平成 2４年 ２０ ８ １１ １０ １０ 

平成２５年 １７ ９ １１ ９ ９ 

平成２６年 １５ ９ ９ ８ ８ 

平成２７年 １８ ９ ９ ９ ８ 

年 議会運営 総務 福祉文教 産業建設 

平成２８年 １４ ８ ９ １０ 

平成２９年 １４ ８ ９ ８ 

平成３０年 １５ ９ ９ ９ 

令和 元 年 １８ ８ ７ ７ 

令和 ２ 年 １９ ９ ９ ９ 

令和 ３ 年 １４ １２ ９ １０ 

令和 ４ 年 １９ １２ １３ １５ 
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令和 ５ 年 １６ １２ １２ １３ 

令和 ６ 年 １３ １２ １４ １２ 

令和 ７ 年 １３ １１ １５ １２ 

 

（９）構成 

  ① 党 派 別 

党    派 自由民主党 立憲民主党 参 政 党 日本共産党 公明党 無 所 属 

人    数 １１ 人 １ 人 １ 人 １ 人 １人 ５ 人 

  

 ② 会 派 別                                                      

会      派 政策研究クラブ 政策未来クラブ 政策新風会 政策研究会 

人      数 ２人 ２人 

人 

３人 ２人 

会      派 武雄正政クラブ 自由クラブ 政和クラブ 市民ネットワーク 

人      数 ３人 ３人 ２人 １人 

会      派 日本共産党 公明党   

人      数 １人 １人   

  ③ 年 齢 別                                        （R8.4.16現在） 

年  齢 29歳以下 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70 歳以上 平均年齢 

人  数 0 人 ０ 人 ３人 ６人 ７人 ４人 ６０.５歳 

 ④ 当選回数別 

回  数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ 

人  数 ５人 ４人 １人 ３人 ０人 ２人 ０人 １人 ２人 １人 １人 

 

 (１０) 報酬及び費用弁償                               （単位:円） 

区  分 種別 議   長 副 議 長 
常任委員長 

議会運営委員長 
議   員 

月  額 月額 ４９０,０００ ４４０,０００ ４２５,０００ ４１０,０００ 

費用弁償 日額 １,８００ 

    (参考)  市長 950,000   副市長 760,000   教育長 670,000  

 

 (１１) 期末手当                      （R8.4.1現在） 

支   給   月 ６月 １２月 

支   給   率 １７２．５／１００ １７２．５／１００ 
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（１２）政務活動費 

会派（１人会派も含む）の所属議員数に年額２０万円を乗じて得た額を限度とし

て交付する。 
 

（１３）交際費 

    議長交際費  ５００,０００円 

         （参考）市長交際費 ７００,０００円、 教育委員会交際費 ５０,０００円、 

競輪開催執務委員長交際費 １００,０００円 
 

（１４）行政視察費及び旅費 

行 政 視 察 費 旅   費 ・ 日   当 

常 任 委 員 会 １２０,０００円／人 
鉄道賃 旅客運賃、特急料金（片道５０km 以上） 

船 賃 １等の旅客運賃 

特 別 委 員 会 １２０,０００円／人 
航空賃 実費 

宿 泊 １１,０００～２７,０００円※宿泊地により異なる 

議会運営委員会 １２０,０００円／人 

日 当  ２,６００円 

車 賃 
 １,６００円 

ただし、東京都は、２,０００円 

 

（１５）その他 

１）会議録調製等 

①調整時期及び印刷部数  約２か月後、２３部 

②使用機器        iPhone 通信、IC レコーダー収録、反訳委託（速記者なし） 

③配付範囲        全議員、情報公開コーナー、図書館等 

 ２）会議録の公開  市ホームページにＰＤＦ形式で掲載 

 ３）議会放送（ＣＡＴＶ） 

①昭和６０年３月定例会より導入 

②定例会ごとに、中継放送及び録画放送（開会日、一般質問及び閉会日を放送） 

４） 議会放送（インターネット） 

①平成１８年９月定例会から録画配信（開会及び一般質問のみ配信） 

②平成２１年７月２日から“平成２１年６月定例会一般質問”を YouTube にて、また

平成２２年６月定例会一般質問６月１４日分からは Ustream に切り替えて、配信を

開始し、平成３０年９月定例会９月１３日分まで配信。現在は Ustream に保存分を

含め、YouTube にて中継と録画配信。 

 ５） 議場内モニター設置 

平成２４年３月定例会から、一般質問における説明を補完するものとしてモニター 

テレビを導入（６０型１台、４０型３台）。 

平成３０年５月新庁舎へ移転し、新議場では６０型４台、４０型２台。 

 ６） 議場内へのパソコン等の持ち込み 

    平成２４年１２月定例会から、議場内へのパソコン、またはこれに類する機器の持ち 

込み開始。 

 ７） 文字通訳（インターネット） 

    平成２５年６月定例会から、本会議の概要をお知らせするサービスを開始すると同時 

に、会議録速報版の HP 即日掲載、会議録データ作成の迅速化が実現。 
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８） 電子会議システム・メールシステムの導入（タブレット型端末の貸与） 

    令和２年２月に電子会議システム（SideBooks）を導入し、全議員にタブレット型端

末を貸与。令和２年３月定例会から運用を開始し、段階的に議案等のペーパーレス化

に取り組む。メールシステム（WowTalk）を導入し、議員への FAX連絡を廃止。 

     

（１６）会議の運営 

 

①定例会日程 

 

 

 

 

 

 

 

②議案審議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③発 言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④請願・意見書 

 

 

 

日 程 内 容 おおよその期間 

開会 ― 議案上程 ― 議案説明 １日間 

 一般質問 ２～５日間 

 議案審議 ― 委員会付託      １～２日間 

 委員会審査      ２～３日間 

 委員長報告 ― 討論 ― 採決 ― 閉会        １日間 

区 分 内          容 

予 算 
 一般会計は当初、補正とも所管の常任委員会に分割付託。 

 特別会計等も所管の常任委員会に付託審査。 

決 算 
 決算審査特別委員会を設置して分科会方式による審査とし、 

閉会中の継続審査は原則行わない。 

条 例  所管の常任委員会に付託審査。 

人 事 案 件  委員会付託を省略し、本会議で審議。 

そ の 他  所管の常任委員会に付託審査。 

 一般質問 議案質疑 

通 告 期 間 

定例会の議会運営委員会前日の 

午後３時まで 

（土・日・祝日は除く） 

質疑日の前々開庁日の 

午後３時まで 

通 告 書 の 

記 載 内 容 

項目及び趣旨、数字・数値等を 

具体的に記載する。 

項目及び趣旨、数字・数値等を 

具体的に記載する。 

順 序 議会運営委員会で抽選 通告順 

回数の制限 制限なし 同一議題につき３回まで 

時間の制限 答弁を含めて６０分以内 制限なし 

 意見書・決議 請願・陳情 

提 出 期 限 会期の最終日に提出 議案審議前日まで 

そ の 他 提出者と同意者２名以上 請願の紹介議員は１人以上 
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（１７）本会議、付議事件状況                【令和７年】 

  
予

算

案 

条

例

案 

修

正

案 

一

般

議

案 

専

決

処

分 

意

見

書

案 

決

議

案 

請

願 

諮

問 

選

挙 

選

任 

任

命 

決

算

書 

辞
任
・
辞
職 

報

告 

原 案 可 決 ３５

④ 

２９  ３２            

修 正 可 決                

否 決      １          

継 続 審 査      ２          

審 議 未 了      １          

認 定             ９   

同 意           ３ ２１

２ 

   

決 定          ３ ７     

承 認     ５           

採 択                

不 採 択                

報 告 済 み     ５          ９ 

何等異議無         ２       

 

◇意見書（令和７年可決分） 

・適格請求書等保存方式（インボイス制度）の廃止を求める意見書（３月定例会）  

・選択的夫婦別姓制定に関して慎重な議論を求める意見書（３月定例会） 

・米農家と消費者が共生できる政策を求める意見書（６月定例会） 

 



１．一般会計歳入歳出予算

（歳　　入）

総額（Ａ） 構成比 総額（Ａ） 構成比 （Ａ-Ｂ）/Ｂ

市 税 66億0610万2 21.5 63億2470万2 20.5 4.4

地 方 譲 与 税 2億5400万0 0.8 2億5400万0 0.8 0.0

利 子 割 交 付 金 1000万0 0.0 300万0 0.0 超過

配 当 割 交 付 金 3200万0 0.1 2100万0 0.1 52.4

株式等譲渡所得割交付金 6200万0 0.2 3600万0 0.1 72.2

法 人 事 業 税 交 付 金 9800万0 0.3 1億0100万0 0.3 △ 3.0

地 方 消 費 税 交 付 金 13億5400万0 4.4 13億3100万0 4.3 1.7

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 3800万0 0.1 3900万0 0.1 △ 2.6

環 境 性 能 割 交 付 金 2400万0 0.1 2400万0 0.1 0.0

地 方 特 例 交 付 金 4600万1 0.2 4600万1 0.1 0.0

地 方 交 付 税 72億6900万0 23.6 68億5300万0 22.2 6.1

交通安全対策特別交付金 900万0 0.0 900万0 0.0 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 8142万5 0.3 6837万1 0.2 19.1

使 用 料 及 び 手 数 料 3億6842万2 1.2 3億8396万3 1.2 △ 4.0

国 庫 支 出 金 51億1021万2 16.6 51億9610万1 16.9 △ 1.7

県 支 出 金 31億1875万4 10.2 32億8172万7 10.6 △ 5.0

財 産 収 入 2969万9 0.1 2921万8 0.1 1.6

寄 附 金 5億5620万2 1.8 5億0300万2 1.6 10.6

繰 入 金 26億8614万7 8.7 35億9324万7 11.7 △ 25.2

繰 越 金 1億0000万0 0.3 1 0.0 超過

諸 収 入 5億3769万6 1.8 6億3966万5 2.1 △ 15.9

市 債 23億7250万2 7.7 20億9968万1 6.8 13.0

307億6316万2 100.0 308億3667万9 100.0 △ 0.2

Ⅴ≪財　政≫

　款
令和８年度 令和７年度

１１．

伸　率

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

１０．

歳 入 合 計

１２．

１３．

１４．

１５．

１６．

１７．

１８．

１９．

２０．

２１．

２２．
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（歳　　出）

伸　率

議 会 費 2億3225万0 2億3225万0 0.7 2億3135万6 2億3135万6 0.8 0.4

総 務 費 38億7165万0 26億9074万3 12.6 64億3101万4 32億2999万6 20.9 △ 39.8

民 生 費 111億8458万1 40億5083万7 36.4 107億5566万0 43億2879万5 34.9 4.0

衛 生 費 21億1019万5 16億1911万3 6.9 19億2130万5 15億8963万1 6.2 9.8

労 働 費 2559万2 1492万0 0.1 2502万0 1434万8 0.1 2.3

農 林 業 費 8億9135万0 3億9536万0 2.9 10億0487万3 3億7858万7 3.3 △ 11.3

商 工 費 5億9902万3 3億5890万3 1.9 6億3091万7 3億1841万3 2.0 △ 5.1

土 木 費 26億1813万0 13億1597万3 8.5 24億4370万9 9億5892万7 7.9 7.1

消 防 費 7億6466万4 7億4856万5 2.5 7億7820万6 7億3572万4 2.5 △ 1.7

教 育 費 50億6392万3 22億9771万7 16.5 36億2437万5 19億1908万9 11.8 39.7

災害復旧費 4億6100万2 1062万7 1.5 2 0 0.0 超過

公 債 費 28億9932万7 26億8522万3 9.4 29億5266万7 27億5721万1 9.6 △ 1.8

諸 支 出 金 1 1 0.0 1 1 0.0 0.0

予 備 費 4147万4 4147万4 0.1 3757万4 3757万4 0.1 10.4

307億6316万2 164億6170万6 100.0 308億3667万9 164億9965万2 100.0 △ 0.2

５．

　款
令和８年度 令和７年度

総額（Ａ） 一般財源 構成比 総額（Ａ） 一般財源 構成比 （Ａ－Ｂ）/Ｂ

１．

２．

３．

４．

１２．

１３．

１４．

歳 出 合 計

６．

７．

８．

９．

１０．

１１．
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伸 率

総額（Ａ） 構成比 総額（Ａ） 構成比 （Ａ－Ｂ）/Ｂ

39億4069万4 12.8 37億4541万6 12.1 5.2

45億0751万0 14.7 40億8650万7 13.3 10.3

5449万8 0.2 5617万2 0.2 △ 3.0

72億7992万8 23.7 71億2306万5 23.1 2.2

46億6934万5 15.2 63億0130万2 20.4 △ 25.9

44億9308万2 14.6 37億1492万5 12.1 20.9

40億3207万9 13.1 37億1492万2 12.1 8.5

補 助 27億9274万2 9.1 16億3598万7 5.3 70.7

単 独 12億3933万7 4.0 20億7893万5 6.8 △ 40.4

4億6100万3 1.5 3 0.0 超過

29億0484万8 9.4 29億5733万4 9.6 △ 1.8

3億7092万6 1.2 3億4647万0 1.1 7.1

539万6 0.0 7659万8 0.3 △ 93.0

1億6600万1 0.5 1億6600万1 0.5 0.0

23億2946万0 7.6 22億2531万5 7.2 4.7

4147万4 0.1 3757万4 0.1 10.4

307億6316万2 100.0 308億3667万9 100.0 △ 0.2

２．一般会計性質別分析（歳出）

区　　　　　分
令和８年度 令和７年度

１． 人 件 費

２． 物 件 費

３． 維 持 補 修 費

４． 扶 助 費

５． 補 助 費 等

６ ． 投 資 的 経 費

（１）普通建設事業費

（２）災害復旧事業費

７． 公 債 費

８． 積 立 金

９． 投 資 及 び 出 資 金

１０． 貸 付 金

１１． 繰 出 金

１２． 予 備 費

合　　　　計
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３．一般会計・特別会計等予算総額

伸　率

(Ａ-Ｂ)/Ｂ

（イ） 307億6316万2 308億3667万9 △ 0.2

57億4354万2 59億9391万2 △ 4.2

国民健康保険税
                10億394万8
一般会計繰入金
               　4億8198万3

11億3143万9 9億1507万8 23.6

後期高齢者医療保険料
                8億3752万7
一般会計繰入金
                2億9110万9

423億1414万9 288億4393万5 46.7
GⅢ売上　 60億0万0
FⅠ売上  105億0万0
FⅡ売上  246億0万0

3401万4 6076万7 △ 44.0
給湯使用料
           2238万2

5277万6 1億2359万1 △ 57.3
新工業団地整備事業債
           4250万0

3億6499万4 3億6428万8 0.2
国道34号用地先行取得
事業債
          1億9000万0

小     計 （ロ） 496億4091万4 363億0157万1 36.7

（ハ） 4872万8 9785万1 △ 50.2
一般会計補助金
　                   2431万8

（ニ） 29億1298万9 27億9149万2 4.4
一般会計補助金
       　　　  10億1376万3

833億6579万3 700億2759万3 19.0

会　　　計　　　名 令和８年度（Ａ） 令和７年度（Ｂ） 備　　　考

一 般 会 計

新 工 業 団 地 整 備 事 業

国道34号用地先行取得事業

工業用水道事業会計

下 水 道 事 業 会 計

総 計 （ イ ） ～ （ ニ ）

特
　
別
　
会
　
計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

競 輪 事 業

給 湯 事 業
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◇市役所のしくみ◇

資 産 活 用 課 資産管理係　アセットマネジメント推進係

（令和８年４月１日）

人事係　法務・行政係　案内・業務支援係総 務 部 総 務 課

秘書係　広報係

財 政 課 財政・行政改革係　契約検査係　

税 務 課

企 画 部

収納管理係　納税係

防 災 ・ 減 災 課 災害に強いまちづくり係　消防交通係

市民税係　資産税係

収 納 課

男女参画・市民協働課 男女参画・市民協働係　相談係

秘 書 広 報 課

企 画 政 策 課 企画調整係　ふるさと納税推進室　大学連携推進室

振興係　施設係

デジタル推進係　情報システム係

子育て相談係　給付係　母子保健係

たっしゃか係　健康づくり係　国保年金係

デ ジ タ ル 政 策 課

観 光 課 政策係　インバウンド推進係

治 水 対 策 課

窓口係

農 林 課 農政係　農産係　農村整備係

都 市 政 策 課

管理係　改良係　維持補修係　国道３４号等整備推進室建 設 課

こ ど も 家 庭 課

健 康 課

商工振興係　企業誘致係

ま ち づ く り 部

会 計 管 理 者

都市計画・交通係　市街地係　公園係　1番地1開発プロジェクト室

副
 
市
 
長

福 祉 部

営 業 部 商 工 課

ス ポ ー ツ 課

市 民 課

福 祉 課 福祉総務係　まるごと相談係　障がい福祉係　保護係

競 輪 事 業 所 管理係　事業係

水害に強いまちづくり係　整備係

生 活 環 境 課 環境係　廃棄物係　住宅係　衛生処理センター管理業務係

会 計 課 審査出納係

中央公民館 武雄公民館　橘公民館　朝日公民館　若木公民館
武内公民館 東川登公民館　西川登公民館
山内公民館　北方公民館

こども政策係　みんなの笑顔係　子育て総合支援センター

武雄小学校　御船が丘小学校　橘小学校　朝日小学校
若木小学校 武内小学校　東川登小学校　西川登小学校
山内東小学校　山内西小学校　北方小学校

武雄中学校　武雄北中学校　川登中学校
山内中学校　北方中学校

教 育 総 務 課教 育 委 員 会

教 育 長

小 学 校
中 学 校

こ ど も 教 育 部

教育総務係  教育政策推進室

生 涯 学 習 課 生涯学習係

学校教育係　学務係　多様な学び支援室新しい学校づくり課

こ ど も 未 来 課

文化芸術係・文化会館　文化財係　新文化交流拠点整備室　市史編さん室文 化 課

図書館・歴史資料館　歴史資料係

議 会 事 務 局 事 務 局 総務係　議事係

企 業 管 理 者 ま ち づ く り 部 下 水 道 課 総務係　事業係

事 務 局 監査係監 査 委 員 事 務 局

農振農地係

事 務 局

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 事 務 局 選挙係

農 業 委 員 会 事 務 局 事 務 局

市
　
 
 
長

固定資産評価審査委員会事 務局

お 結 び 課 移住定住係　ご縁係



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

H30.４月 武雄市役所 新庁舎完成 ／ ５月 開庁 

H30.４月 武雄競輪公園オープン H29.１０月 武雄市こども図書館オープン 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


